
《施策の重点化項目》

Ⅰ　市民が健康で安全・安心に暮らせるまちづくり

Ⅱ　子どもの健やかな成長を見守り、育むまちづくり

Ⅲ　地域資源を活かし、環境・文化を育むまちづくり

Ⅳ　元気な産業を育むまちづくり

Ⅴ　都市の生活基盤づくり

Ⅵ　その他の施策

Ⅰ　 市民が健康で安全・安心に暮らせるまちづくり

№ 区分 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 21年度事業費

1
 

新
規
・
継
続

協働のまちづくり
の基本方向推進
事業

・提案型協働事業制度
市民からの提案をもとに市民と行政が共に解決策を考え、共に解
決していくなど市民・行政双方向の協働の取組を進めるための制
度を実施する。
・チャレンジ志民塾
・市民と職員がともに考える連続ワークショップ
・Eメールによるアンケートの充実
・市政サポーター制度の実施
・きょうDO検証会議
・地域における協働運営の仕組みづくり

３，３３５

2
　
拡
充

人権教育･啓発
推進事業（人権
教育･啓発推進
基本計画の改
訂）

　
人権を取り巻く社会環境の変化や多様化する人権課題に的確に対
応するため「尼崎市人権教育・啓発推進基本計画」を改訂する。

５０６
（２６０）

            平 成 21 年 度 　　　 主 　　 要  　　施  　　策

　“あまがさき”行財政構造改革推進プランに基づき、財政健全化に向けて取組
を着実に進める一方で、協働の取組を基調とし、限られた経営資源を集中する
中で、市民の健康づくりや生活の安全・安心の確保、子育て支援や学力向上、
環境保全や歴史・文化など地域資源を活かした取組、さらには産業の振興な
ど、今日的な課題に重点的に取り組んでいく。

　・事業費は千円単位で計上
　・（　）内は拡充事業の全体事業費
　　のうち、拡充部分の事業費
　・※は債務負担行為額
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№ 区分 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 21年度事業費

3
　
拡
充

ヘルスアップ尼
崎戦略事業（女
性のための総合
健診事業）

　
「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、平成20年度から
医療保険者に対し、義務付けられた特定健診・特定保健指導を行
うとともに、重症化予防による医療費適正化を図るため、ハイリスク
健診を行う。
　また、受診率向上のため、総合的健診体制の確立及びレディー
ス健診日の設定等により受診しやすい環境整備を図る。
　特定健診・特定保健指導(法定)
　ハイリスク健診・保健指導
　生活習慣病予防健診・保健指導
　ヘルスアプローチ事業
　ヘルストレンド事業

６１３，０４８
（２，５８８）

4
　
新
規

地域福祉計画改
訂事業

市民、事業者、行政等の協働により、住み慣れた環境で誰もがそ
の人らしく安心して暮らせる地域福祉社会の実現を目指すため、市
民会議（地域福祉推進会議）、庁内推進会議及び社会保障審議会
地域福祉専門分科会において検討する中で計画改訂を行う。

６３９

5
　
新
規

要援護高齢者見
守り対策検討事
業

増加する要援護高齢者の実態把握を通じ、地域での見守り・支援
体制の構築を図るため、事業実施に向けた課題の整理・検討等を
行う。

９９０

6
　
新
規

食育推進計画策
定事業

食育を総合的かつ計画的に推進するために、庁内関係部署による
検討会議、作業部会、食育推進計画策定のための会議を開催し、
アンケートによる実態調査を行い、尼崎市食育推進計画を策定す
る。

３，５１４

7
　
新
規

特別養護老人
ホーム等整備事
業

第４期介護保険事業計画に基づく特別養護老人ホームの整備事
業に対して、その建設費の一部を補助する。

１４８，５５４
※１４８，５００

8
　
拡
充

中国残留邦人等
地域生活支援事
業

中国残留邦人やその家族が地域の一員として安心した生活ができ
るよう、日本語習得に対する支援や医療機関・公共機関などにお
ける会話の補助などを実施する。

２，５０４
（１，４０７）

9
　
拡
充

妊婦健診事業 子育て支援の一環として、妊婦健診に係る費用を公費負担により
助成することで、確実な受診の促進と要支援者の早期把握・早期
支援を行う。現行の前期・後期健診に、基本健診（市が認める健診
内容）12回分を加え、計14回分の費用について助成する。

２２８，３１６
(１４８，１７５）

10
 

継
続

鉄道駅舎エレ
ベーター等設置
事業

高齢者、障害者等が鉄道を容易に利用できるように駅舎のバリア
フリー化を促進し、福祉のまちづくりに資することを目的として、鉄
道事業者に対しエレベーター等の整備費用の補助を行う。
　対象　ＪＲ猪名寺駅

３８，１９３
※６１，８０７

11
　
継
続

耐震診断推進事
業

市内に存在する新耐震基準施行（昭和56年）以前の民間の住宅及
び学校や病院等の災害時に拠点となりうる建築物の耐震診断費用
の一部を助成することにより、耐震化を促進する。
併せて、耐震化を促進するための啓発、知識の普及に向けた取組
を実施する。
　・簡易耐震診断推進事業
　・多数の者が利用する施設耐震診断推進事業

７，８４６
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№ 区分 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 21年度事業費

12
 

新
規

尼崎市・伊丹市
消防指令セン
ター整備事業

伊丹市との消防指令業務の共同運用に伴い、その中核となる消防
指令センターを尼崎市防災センター内に設置するとともに、更新時
期を迎えている消防指令管制システムの更新を行う。
　・実施時期　平成２３年４月（予定）

８，６９９
※１，５５９，０３１

Ⅱ　 子どもの健やかな成長を見守り、育むまちづくり

№ 区分 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 21年度事業費

1
 

新
規

経験ある保育士
配置促進事業

今後、民間移管を行う保育園では、一定の経験実績を有した保育
士の配置を条件としており、より多くの経験実績のある保育士の確
保を促進するため、保育士経験１０年以上の者を配置することに対
して、定員に基づく上限人数の範囲内で１人１月５万円の補助を行
う。また、これらの保育士の定着化を図るため、対象となってから５
年間、同補助制度の対象とする。

１，８００

2
　
新
規

青少年の居場所
に関する検討事
業

青少年を取り巻く今日的な課題が多数存在する中で、青少年の
ニーズを把握するため、青少年を対象としたワークショップを行い、
また、会議体を設置して、青少年の居場所についての基本的な考
え方を検討する。

７７

3
　
新
規

こんにちは赤ちゃ
ん事業

子育て支援の一環として、生後概ね2か月以内の乳児のいるすべ
ての家庭を訪問し、子育て情報を提供し、母子の状況や養育環境
を把握することにより、適切なサービスを提供し、子育ての不安を
軽減する。また、地域や関係機関とつなげることで、乳児家庭の孤
立化を防ぎ、乳児の健全な育成環境の確保を図る。

７，６９５

4
　
拡
充

母子家庭等地域
生活支援事業

母子家庭の母等を支援するため、これまでから生活相談や就労相
談等の相談事業を実施してきたが、新たに離婚調停や養育費の取
り決めなどについて弁護士と相談を行う特別相談事業を実施する。

４，３１８
（２５２）

5
　
新
規

　
中学校区学力向
上推進モデル事
業（小・中連携）

小学校から中学校へと学年が進むにつれて学習意欲や授業理解
度が低下する生徒の割合が増えるなど、学習習慣・生活習慣にお
ける課題があることから、小学校と中学校の課題の共有や連携し
た取組を推進することで、中学校の一層の学力向上を図るため、２
中学校区をモデル事業として研究を行う。

　
３７９

6
　
拡
充

小学校体験活動
事業
（旧　環境体験事
業）

命の営みやつながり、命の大切さを理解し思いやりの心を醸成す
るため、校外体験学習などを通し自然に触れ、環境について学ぶ
環境体験事業を実施する。対象は市立小学校43校（全校）の3年生
とする。

　
６，６１０
（１８０）
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№ 区分 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 21年度事業費

7
　
拡
充

計算力向上事業 児童の基礎学力の向上を図るために小学校21校で実施している計
算科を全校で実施する。21年度から新たに実施する22校は、対象
を初年度は3年生のみとし、次年度以降は3年生・4年生とする。

５３，９３２
（１０，９１７）

8
 

継
続

給食調理業務委
託関係事業

給食内容等の充実を図り食育を推進するとともに、業務の効率的
な運営を図るため、給食調理業務の民間委託を行う。

　
２０５，３８１

9
 

継
続

学校適正規模・
適正配置推進事
業

児童生徒数の減少により小規模化が進む小・中学校において、教
育上適切な児童生徒集団を確保し、良好な学習環境の創出を図る
ため、小・中学校の適正規模・適正配置を推進する。
・大庄中学校、中央中学校グランド整備工事及び小田北中学校校
舎改修工事　他

２８８，３０８

10
 

継
続

学校施設耐震化
事業

新耐震基準施行（昭和56年）以前に建てられた学校施設の耐震化
を推進するため、耐震診断、耐震補強工事等を実施する。特に耐
震診断については平成21年度、22年度の2ヵ年で統合対象校を除
く全工区の診断を行う。
・耐震診断   　武庫小学校　他25校
　　　　　　　　　塚口中学校　他10校 等
・耐震補強工事　立花南小学校　他2校
・改築工事　難波小学校　他1校

１，１５３，０９６
※１，８５１，１０９

11
　
継
続

小学校給食室整
備事業

食中毒を防止し、より安全・安心な学校給食を提供するため、既存
の小学校給食室をドライ方式が可能な施設に順次整備を行う。ま
た、児童の心身の健康の確保等を目的とする「食育基本法」の主
旨に従い、給食内容の充実を図るため、給食調理備品の導入を行
う。

１８７，０３６

12
 

継
続

市立高等学校教
育の推進事業

市立全日制高等学校教育改革実施計画に基づき、尼崎東高校と
尼崎産業高校との統合に係る新校舎の建設工事等を行う。

５，６４６，７１１
※９０，０００

13
　
継
続

児童ホーム整備
事業

児童ホーム入所を希望している待機児童の解消を図るとともに、障
害のある児童を含めた児童の安全確保のため、児童ホームの新
築等の施設整備工事を行う。
・新築工事　園田児童ホーム

２７，８４０

4



Ⅲ　地域資源を活かし、環境・文化を育むまちづくり

№ 区分 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 21年度事業費

1
 

拡
充

姉妹都市アウク
スブルク市交流
関係事業

姉妹都市提携５０周年を記念して、アウクスブルク市代表団などを
受け入れるほか、市民・事業者等と協働で姉妹都市に関連する事
業を行う。

９，８６０
（７，７６８）

2
　
新
規

エコトラック・バス
普及促進助成事
業

中核市への移行に伴い、現在、低公害車の普及促進の一環として
兵庫県が実施しているハイブリッドトラックや天然ガス・ハイブリッド
バスを導入した運送事業者等への助成を行う。

１１，３９６

3
　
新
規

「あまがさき・街
のみどころご案
内」事業

民間を含めた市内の施設、名産、四季の表情などを市内外へ発信
するために、産・官・学・民で実行委員会を設置し、情報の収集・整
理、イラストマップ化を行う。また、「あまがさき街のみどころご案内
所」を設けるほか、イラストマップを掲載したホームページの作成と
公開を行う。

１，５７５

4
　
拡
充

地球温暖化対策
実行計画普及・
啓発事業

地球温暖化対策の推進を図るため、啓発イベントや温暖化対策の
アイデア募集を実施するほか、市内小売店舗とのレジ袋削減等に
関する環境協定を拡大し、レジ袋削減やマイバック持参を促進す
る。

１，８４１
（１，５３６）

5
　
拡
充

立体緑化推進事
業

壁面緑化の普及を図るため、市役所南館や小学校などの公共施
設で壁面緑化の取組を実施するとともに、市民向けの講習会など
の普及・啓発事業を実施する。

５，５００
（２，４００）

6
 

拡
充

郷土画家「白髪
一雄」作品整備・
発信事業

　
国際的評価の高い市内出身画家・故白髪一雄氏の展覧会を総合
文化センターを含む全国４か所で行い、広く一般に公開するととも
に、その画集を発行する。

２，２５８
（２，２５８）

7
　
継
続

21世紀の尼崎運
河再生プロジェク
ト事業

港湾管理者である兵庫県とともに、尼崎臨海地域の貴重な地域資
源である運河や河川等を核に、地域、地元企業との協働による魅
力ある地域づくりを通じて、臨海地域の活性化を図る。

２，０００

8
　
新
規

　
文化財資料保存
活用サポートボ
ランティア養成事
業

発掘調査により出土した土器等の整理作業を学芸員と協働で行う
ボランティアを養成し、収蔵資料の保存、活用を進め、尼崎の歴史
に対する市民の関心を高めていく。

　
１９４

Ⅳ　元気な産業を育むまちづくり

№ 区分 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 21年度事業費

1
　
新
規

企業立地促進法
基本計画推進事
業

企業立地促進法に基づく国の補助事業である「産業立地支援事
業」や「人材養成等支援事業」を活用し、尼崎市地域産業活性化
協議会として企業誘致活動や人材養成を展開する。

２，４９１

2
　
新
規

　
産業人材育成支
援事業（次世代
育成事業・特待
生制度）

産業界及び教育界との連携のもとに、市内の小学生を対象に、将
来に向けた尼崎経済の担い手となり得る次世代産業人材の育成
を図る。さらに、産業技術短期大学との連携により、市内高等学校
の生徒を対象に、産業技術短期大学の授業料等が免除となる特
待生制度を設ける。

　
７３３

3
　
継
続

企業立地促進条
例運営事業

認定審査会の設置による企業立地促進制度の円滑な運用を図る
とともに、産業関連団体等との連携などにより、企業の立地促進に
係る取組を推進する。

６５３

5



Ⅴ　 都市の生活基盤づくり

№ 区分 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 21年度事業費

1
　
継
続

し尿等処理方法
の見直し事業

 
クリーンセンターで処理している、し尿等を下水道施設での処理に
見直すことに伴う配管敷設工事等を実施する。

１９２，３００

2
　
継
続

あまがさき緑遊
新都心整備事業

ＪＲ尼崎駅北西地区において、広域的交通結節点の地域特性を活
かしたまちづくりのため、都市機能更新型の土地区画整理事業を
独立行政法人都市再生機構の施行により実施する。また、この事
業にあわせて、周辺道路を整備することにより、幹線道路とのネット
ワークを形成し、交通流の円滑化と歩行者の安全を図る。

１　土地区画整理事業
　　　施行期間　　　　平成12年度～平成21年度
　　　全体事業費　 　約230億円
　　　施行面積　　　　約22.8ha
      都市計画道路5路線、近隣公園等
　　　21年度事業　　 保留地処分金等による事業
　　　　　　　　　　　　　（道路整備工事等）

２　長洲久々知線立体交差等道路整備事業
　　　施行期間　　　　平成13年度～平成24年度
　　　全体事業費　　 約140億円
　　　長洲久々知線立体交差、尼崎駅前1号線、尼崎駅前3号線等
　　　21年度事業　　 物件調査、用地測量、用地買収、物件補償、
　　　　　　　　　　　　　道路整備工事等

１，６６３，０１７
  

3
　
継
続

臨海西部拠点開
発事業

臨海西部地域の都市基盤を整備するため、土地区画整理事業を
実施する。

　土地区画整理事業
　　施行期間　　　　平成9年度～平成21年度
　　全体事業費　　 約90億円
　　施行面積　　　　約77.8ha　　　都市計画道路4路線等
　　21年度事業　　 橋りょう整備工事、道路整備工事、整地工事、
　　　　　　　　　　　　測量等

　　５４３，９７５

4
　
継
続

戸ノ内住宅地区
改良事業等

戸ノ内地区において、住宅地区改良事業及び住宅市街地総合整
備事業の手法により、災害に強いまちづくりを目指す。あわせて、
工場・住宅の用途地域の純化と集約化を図る。

１　住宅地区改良事業　第3～第5地区
    施行期間　　　　昭和56年度～平成25年度
　　全体事業費　　 約294億円
　　改良住宅建設、不良住宅買収除却、道路用地取得等
　　21年度事業 　　不良住宅買収除却、用地取得、道路整備、
　　　　　　　　　　　　公園・緑地整備、改良住宅建設等

２　住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）
　　施行期間　　　　平成11年度～平成20年度
　　　　　　　　　　　（平成25年度まで期間延長予定）
　　全体事業費　　 約36億円
　　地区面積　　　　約21.2ha
　　老朽建築物等除却、道路用地取得等
　　21年度事業 　　老朽建築物等除却、用地取得、
　　　　　　　　　　　　道路整備、公園整備等

１，０４１，６６９
※７７６，９３２
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№ 区分 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 21年度事業費

5
　
継
続

阪神尼崎駅南地
区第一種市街地
再開発事業

市街地再開発事業を施行する市街地再開発組合に補助を行うほ
か、事後評価を実施する。
　
　施行期間　　　　　平成16年度～平成23年度（組合解散認可）
　全体事業費　 　　約94億円（組合支出総額）
  21年度補助対象事業費　  　　17億9,280万円
　費用負担（補助対象事業費）
　　　県1/3、市1/3（うち国4/10）、組合1/3

６０３，５０３

6
　
継
続

庄下川都市基盤
河川改修事業

庄下川上流部は市街化により、保水機能が低下している上、護岸
の老朽化及び狭小な河川断面積により、洪水時に護岸崩壊や溢
水等、危険な状態にあるため、治水機能の強化を図る。
　
　施行期間　　 　平成14年度～平成27年度
　全体事業費　　約21億円
　21年度事業　  柳縁橋～梅ノ木橋　116m
　　　　　　　　　 　護岸改修工事、河床掘削工事

１９８，５５０

7
　
継
続

公共下水道整備
事業

　本市における下水道普及率はほぼ100％であるが、経年による
施設の老朽化が進むとともに、都市型水害、更には水環境対策、
地震対策のより一層の向上が求められているため、以下の事業
を計画的に進めていく｡

１　浸水対策事業
　　　雨水管渠が未整備である地区の雨水管渠整備を行う。ま
　　た、都市型集中豪雨の対応策を検討する。
２　合流式下水道改善事業
　　　ポンプ場からの放流水による公共用水域への汚濁負荷の
　　低減、公衆衛生上の安全確保及び、ごみ・汚泥等の削減を
　　図る。
３　高度処理推進事業
　　　大阪湾の水質改善を目的として、下水処理場からの放流
　　水による公共用水域への汚濁負荷の低減対策を行う。
４　耐震対策の検討
　　　大規模地震発生時における下水処理場の安全性を確保す
　　るため、耐震対策を検討する｡
５　管渠改築事業
    　経年により老朽化した管渠の改築を行う。
６　機械・電気設備改築事業
　　　ポンプ場、処理場の経年劣化した機械・電気設備の改築を
　　行う。

２，９９９，４１９

8
　
継
続

ファミリー世帯住
宅支援事業

ファミリー世帯の市内定住と居住水準の向上を図るため、持家を取
得するファミリー世帯に対し、償還利息の一部補助を行う。

１０６，３７６

9
　
継
続

消防庁舎耐震化
事業

新耐震基準施行（昭和56年）以前に建てられた消防庁舎の耐震化
を推進するため、耐震診断調査及び耐震補強工事を実施する。

３４，０００

10
　
継
続

耐震性防火水槽
整備事業

火災・震災時の消防水利を確保するため、耐震性100トン防火水槽
を整備する。

１８，４４４
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Ⅵ　その他の施策

№ 区分 主 要 事 業 名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 21年度事業費

1
　
新
規

次期基本計画策
定等事業

次期基本計画の策定等に向け、総合計画審議会において審議を
行うなど取組を進める。

８，８５３

2
 

新
規

中核市移行記念
シンポジウム事
業

中核市移行を機会とし、地方分権がより進展する中における地方
自治体のあり方や、市民参画によるまちづくりについて考える基
調講演、討論会等のシンポジウムを開催する。

４２９

3
　
新
規

地域交通政策の
あり方検討事業

学識経験者、交通事業者、市民及び行政などから構成される（仮）
尼崎市地域交通会議を設置し、バスを中心とした交通体系、公共
交通の利用促進策、公共交通を支える仕組みづくり等について検
討を行い、地域交通政策の指針づくりを行う。

６，１１８

4
　
新
規

入札監視委員会
関係事業

弁護士等の外部の専門家の意見等を取り入れることにより、入札
及び契約手続等における公平性、透明性の向上を図るため、入
札監視委員会を設置する。

１４４
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